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「熊本地震」から１年５ヶ月が経過しました。 

現在の熊本は、政策的な支援や復興需要の高まりが相乗効果をも

たらし、２０１７年度県内総生産は過去最高の６兆２，４６８億円

（名目成長率３．４％）と予測されており、復興から成長へと確か

な歩みを進めております。 

一方、被災した小規模事業者の建屋、機械・設備の復旧状況は、

未だ２０％程度にとどまっており、その背景として、人口減少・少

子化・超高齢社会を迎える我が国の社会構造、高校・大学卒業者等

の若年層を中心とする生産年齢人口の大都市圏への大量流出による

「人材不足」が挙げられます。 

震災以降、熊本では新規求人数と求職者数の乖離が更に広がり、

全産業で有効求人倍率が過去最高値を更新しています。とりわけ、

復旧の担い手となる建設業や製造業では人材不足感が顕著であり、

復旧のスピードを遅らせる要因ともなっています。 

そうした中、１９９８年を境に減少に転じている熊本の人口は、

２０４０年には都市圏人口が２０１５年からの２５年間で１割減、

４５歳以下人口は同２５年間で２５～３０％減と予測されており、

長らく人口減少の一途を辿ることが、県経済にとりまして大きな不

安材料となっております。 



 

このことからも、外国人雇用をはじめとする早期の人材確保策が

急務であり、先般、熊本商工会議所が実施しました外国人雇用に関

する緊急調査では、外国人を受け入れた経験のある県内企業は既に

約２割に上り、さらに３割超が今後受入れを検討していると回答し

ております。 

経済界としましては、早期の雇用環境整備に取組むとともに、積

極的な外国人労働力の受入れを推進して参りたいと考えております。 

つきましては、人材不足問題を抱える当地の現状をご理解のうえ、

貴州の有為な人材を熊本へご派遣いただき、震災からの創造的復興

並びに地域経済の活力強化に向けて各方面にてご活躍を賜りたく存

じます。 

何卒ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 
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